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平成２０年１１月４日 

住宅瑕疵担保対策室 

 

住宅瑕疵担保履行法に係るアンケート調査結果について（詳細） 

 

１．回答者の概要 

 回答者６，４１９件のうち、過去３年間の新築住宅の供給状況を見ると、建設業者では、元

請けとして工事を行っているのが４３．９％、宅建業者では自らが売主となって販売している

のが１６．６％となっている。なお、建設業者と宅建業者を兼業している場合は両方に回答し

ている。 
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を行っている, 43.9%

行っているが全て

宅建業者の発注,
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元請として建設工事
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新築住宅の建設の有無（建設業者5,719社）
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新築住宅の販売の有無（宅建業者3,888社）

 

２．調査結果 

（１） 住宅瑕疵担保履行法の周知・普及状況について（全国データ） 

  過去３年以内に住宅を供給したことがある事業者における住宅瑕疵担保履行法の周知・理解

度について行った設問に対して、以下の結果が得られた。（N=2,430） 
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この法律により、新築住宅を引き渡すには、「保証金の供

託」または「保険への加入」が義務づけられる

「保証金の供託」や「保険への加入」は、請負人である建

設業者や売主である宅建業者に義務づけられる（発注者

や買主となるお客様への義務づけではない）

義務づけの開始は、平成21年10月1日である

契約日が平成21年10月1日より前であっても、建物の「引

渡し」が、平成21年10月1日以降の場合は、「保証金の供

託」または「保険への加入」の対象となる

保険に加入するには、建築中の現場検査等が求められる

ことから、建物の着工前に保険の申し込み手続きをする必

要がある

この法律に基づく保険の保険料は加入時の一括払いであ

る

この法律の対象となる「新築住宅」には、注文住宅や分譲

マンションだけでなく、賃貸マンションや賃貸アパートも対

象として含まれる

保険に加入している住宅の売買契約や請負契約に関して

紛争が生じた場合、指定住宅紛争処理機関（弁護士会）に

よる紛争処理手続き（斡旋、調停、仲裁）を利用することが
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（２） 住宅瑕疵担保履行法の周知・普及状況について（県別データ） 

 ①法律の周知度 

法律により、新築住宅を引き渡すには、「保証金の供託」または「保険への加入」

が義務づけられる 
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全体（N=2,430）
北海道（n=53）

青森（n=46）
岩手（n=63)
宮城（n=38）
秋田（n=74）
山形（n=59）
福島（n=43）
茨城（n=45）
栃木（n=35）
群馬（n=52）
埼玉（n=52）
千葉（n=41）
東京（n=84）

神奈川（n=61）
新潟（n=69）
富山（n=66）
石川（n=56）
福井（n=71）
山梨（n=48）
長野（n=72）
岐阜（n=74）
静岡（n=55）
愛知（n=56）
三重（n=58）
滋賀（n=66）
京都（n=35）
大阪（n=70）
兵庫（n=38）
奈良（n=38）

和歌山（n=36）
鳥取（n=46）
島根（n=70）
岡山（n=43）
広島（n=35）
山口（n=50）
徳島（n=37）
香川（n=43）
愛媛（n=45）
高知（n=54）
福岡（n=27）
佐賀（n=62）
長崎（n=35）
熊本（n=51）
大分（n=48）
宮崎（n=53）

鹿児島（n=45）
沖縄（n=32）
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②－１ 施行日について 

義務付けの開始は、平成２１年１０月１日である 
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全体（N=2,430）
北海道（n=53）

青森（n=46）
岩手（n=63)
宮城（n=38）
秋田（n=74）
山形（n=59）
福島（n=43）
茨城（n=45）
栃木（n=35）
群馬（n=52）
埼玉（n=52）
千葉（n=41）
東京（n=84）

神奈川（n=61）
新潟（n=69）
富山（n=66）
石川（n=56）
福井（n=71）
山梨（n=48）
長野（n=72）
岐阜（n=74）
静岡（n=55）
愛知（n=56）
三重（n=58）
滋賀（n=66）
京都（n=35）
大阪（n=70）
兵庫（n=38）
奈良（n=38）

和歌山（n=36）
鳥取（n=46）
島根（n=70）
岡山（n=43）
広島（n=35）
山口（n=50）
徳島（n=37）
香川（n=43）
愛媛（n=45）
高知（n=54）
福岡（n=27）
佐賀（n=62）
長崎（n=35）
熊本（n=51）
大分（n=48）
宮崎（n=53）

鹿児島（n=45）
沖縄（n=32）
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②－２ 施行日について 

契約日が平成２１年１０月１日より前であっても、建物の「引渡し」が、平成２１

年１０月１日以降の場合は、「保証金の供託」または「保険への加入」の対象となる
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高知（n=54）
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大分（n=48）
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鹿児島（n=45）
沖縄（n=32）
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③－１ 保険加入について 

 保険に加入するには、建築中の現場検査が求められることから、建物の着工前に

保険の申込み手続きをする必要がある。 
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③－２ 保険加入について 

この法律に基づく保険の保険料は加入時の一括払いである 
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大阪（n=70）
兵庫（n=38）
奈良（n=38）

和歌山（n=36）
鳥取（n=46）
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④－１ 賃貸住宅について 

この法律の対象となる「新築住宅」には、注文住宅や分譲マンションだけでなく、

賃貸マンションや賃貸アパートも対象として含まれる 
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④－２ 賃貸住宅について 

 この法律の対象となる「新築住宅」には、注文住宅や分譲マンションだけでなく、

賃貸マンションや賃貸アパートも対象として含まれる 

 
過去１年間に共同住宅を供給したことがある事業者（供給規模別） 

69.2
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73.0

85.7

73.3

100.0

100.0

100.0

100.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（N=341）

1戸以上～5戸未満（n=236）

5戸以上～10戸未満（n=27）

10戸以上～50戸未満（n=37）

50戸以上～100戸未満（n=21）

100戸以上～500戸未満（n=15）

500戸以上～1000戸未満（n=2）

1000戸以上～2000戸未満（n=1)

2000戸以上～3000戸未満（n=1）

3000戸以上（n=1）

 

 

（２）住宅瑕疵担保履行法の認知経路について 

 過去３年以内に住宅を供給したことがある事業者における住宅瑕疵担保履行法について、ど

のようにして情報を得たかという設問に対して、以下の結果が得られた 

 

住宅瑕疵担保履行法についてどのように情報を得ましたか。（複数回答） 

1.4

0.4

2.3

3.1

3.5

7.2

7.6

10.0

17.4

21.6

29.7

30.9

43.8

53.3

0.0 20.0 40.0 60.0

所属する業界団体からの情報（送付物など）

保険法人からの情報（送付物など）

国土交通省からのダイレクトメール・パンフレット

各種のセミナー・講習会・説明会

同業者からの情報

業界新聞や業界の専門雑誌

地方公共団体からの情報（送付物など）

所属するグループ（FC・VCなど）からの情報（送付物など）

一般新聞や一般雑誌

国土交通省のホームページ

施工会社（ゼネコン）、設計会社からの情報

テレビ・ラジオ（政府広報番組など）

お客さま（エンドユーザー）からの情報

その他 （N=2,488）
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（３）保険制度に対する不安 

  保険を選択すると回答した事業者について、施行に際しての不安を聞いたところ、以下の回

答が得られた。 

 

住宅瑕疵担保履行法の施行について不安なことがあったら教えて下さい。（複数回答）

 

【保険を選択する事業者の不安】 

8.8

11.9

12.9

17.4

18.3

19.6

26.5

28.5

30.9

37.7

37.7

38.1

38.4

0.0 20.0 40.0 60.0

資力確保のための費用を価格転嫁する場合

に、ユーザーの理解が得られない

現場検査員が足りないために検査が遅れ、結

果として工事が遅れるのではないか不安

瑕疵発生時に保険金がきちんと支払われない

ことがあるのではないか不安

検査時の設計・施工基準の内容が厳しいので

はないか

保険の申込窓口がどこにあるかわからない

制度の内容がよくわからない

届出方法や届出先がわからない

相談先がわからない

現場検査で不合格となり保険に加入できないこ

とがあるのではないか不安

保険の申込時に窓口が混雑し、結果として工事

が遅れるのではないか不安

売れ残りや工事の遅れなどで平成21年10月ま

でに引渡しができず、予定外の資力確保が必要

になる

会社の信用力によって保険に加入できないこと

があるのではないか不安

保険の申込窓口が近くにない

 

 

 


